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要旨：コンクリート構造物の凍害劣化に影響を及ぼす部位毎の含水状態を把握するため，小型温湿度センサ

ーを用いて，実構造物のコンクリート中の温湿度の測定を行った。また，得られた温湿度データを既存の劣

化予測手法に適用し，水分の影響等に関する検討を行った。その結果，コンクリート中の温湿度は積雪等の

環境条件や部位によって異なり，ASTM 相当サイクルを劣化予測手法として用いる場合，室内促進試験と構

造物の水分供給条件の違いなどに起因し，凍結融解による損傷量の差や劣化速度に差がある可能性があるこ

とが分かった。 
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1. はじめに 

凍害劣化にとって水分条件は温度条件と並び重要な

パラメータである。また，コンクリート構造物の水分条

件は部位条件や地域条件によって異なるが 1)，既存の凍

害劣化予測手法例えば 2)～6)では，パラメータとして十分考

慮されていない。 

本検討ではコンクリート構造物の部位毎の含水状態

を把握するため，小型温湿度センサーを用いて，温湿度

の測定を行った。また，得られた温湿度データを ASTM

相当サイクルを用いる劣化予測手法に適用し，コンクリ

ート構造物の劣化予測に与える水分の影響について検

討を行った。 

 

2. コンクリート構造物の温湿度に関する調査 

2.1 調査概要 

(1) 対象構造物，部位 

図－１は年最深積雪（1971～2000 年の平年値）7)を示

しており，対象構造物は積雪が比較的多い地域にある A

樋門と積雪が比較的少ない地域にある B 樋門とした。ま

た，対象部位は写真－１に示すように，積雪や融雪水が

上面にたまりやすい水平部位として「操作台」，垂直部

位として天端からの融雪水が供給されやすい「擁壁上

部」と水面に近い「擁壁下部」の計 3 部位を選定した。 

(2) 調査方法 

温湿度センサーは，高分子湿度センサーを備えた小型

温湿度センサーに透湿性防水シートで防水・透湿処理を

したものを用いた。センサーは，表面から深さ約 1cm の

位置に埋設した。埋設方法は対象部位にコンクリートド

リルで孔をあけ，センサーを所定の位置に据え付けた後，

孔を無収縮モルタルで埋め戻し，表面は母材とモルタル

の継ぎ目から水分が進入しないようシーリング材によ

ってシールした。測定は冬期のコンクリートの温湿度を

把握するため，2008年11月から2009年4月まで行った。 

2.2 調査結果 

深さ約 1cm のコンクリート温度と相対湿度（以下，「湿

度」という。）の測定結果をそれぞれ図－２，図－３に

示す。また，-1℃で凍結，0℃で融解する 2)と仮定し，1

回の凍結融解時の最低温度と凍結開始時の湿度をプロ

ットしたものを図－４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 主任研究員 (正会員) 

*2 室蘭工業大学大学院 工学研究科くらし環境系領域 教授 博士（工学） (正会員)  

*3 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 上席研究員 工博 (正会員) 

*4 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 研究員 (正会員) 

図－１ 年最深積雪と調査箇所 

Ａ樋門

Ｂ樋門

写真－１ 調査部位 

 

操作台

擁壁下部

擁壁上部
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 (1) コンクリート温度 

まず，図－２に示す B 樋門について見ると，操作台は

日射の影響や部材が薄いことなどから，日最高温度と日

最低温度との差（以下，「振幅」という。）が 3 部位中で

最も大きい。その振幅は最も気温が低くなる 1～2 月に

おいても最低温度が-15℃，最高温度が 25℃と１日の振

幅が 40℃に達する時もある。また，擁壁については上部，

下部の順に振幅が小さい。これは，上部は比較的日射の

影響を受けやすいが，下部は受けにくいことなどが考え

られる。また，図－４に示すように，凍結融解回数につ

いても振幅と同様に操作台，上部，下部の順に少なくな

る。さらに凍結最低温度が-10℃以下の凍結融解回数につ

いても操作台，上部，下部の順に少なくなる。 

次に，図－２に示す A 樋門について見ると，部位毎の

振幅は，B 樋門と同様に，操作台が最も大きい。擁壁に

ついては，上部に比べて下部の振幅が若干大きい傾向が

あるが，振幅そのものが小さく，0℃以下で推移してい

る部分が多い。写真－２は A 樋門近傍にある，他樋門の

擁壁部分の積雪状態を示したものである。擁壁の温度分

布が上記のようになったのは，この写真と同様に擁壁上

部に大きな雪庇が発達したため日射が遮られたり，下部

付近に堆雪したことなどが考えられる。また，図－４に

示すように，凍結融解回数もこのことに起因し，操作台

が 105 回であるのに対し，擁壁上部 28 回，下部 34 回と

大幅に回数が少ない。さらに，擁壁の凍結融解時の凍結

最低温度を見てみると，その多くが-5℃以上の範囲に集

中しており，厳寒期は凍結融解作用をほとんど受けてお

らず，初冬期や春先の積雪が少なく，比較的気温が高く

なってきた時に凍結融解作用を受けているものと考え

られる。 

(2) コンクリート湿度 

まず，図－３に示す A 樋門について見ると，全期間に
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図－２ コンクリート温度 
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おいて，全ての部位の湿度が概ね 95％以上で推移してい

る。一方，振幅については，擁壁上部，下部が比較的小

さいのに対し，操作台は比較的大きく，その振幅は 10％

程度となる時もある。この湿度の振幅の傾向は温度の傾

向と類似しており，センサーを設置した深さ約 1cm の位

置では，温度の変化に連動して，湿度がその影響を受け

ているものと推察される。 

次に，B 樋門について見ると，部位毎に差があり，操

作台と擁壁下部は概ね 90～95％，擁壁上部は概ね 90％

以下で推移しており，A 樋門と比較すると，全ての部位

で湿度が低くなっている。これは積雪深に起因するもの

と考えられる。すなわち，積雪が多い A 樋門では融雪水

が比較的多く供給されるのに対し，写真－２に示すよう

に積雪が少ないB樋門では融雪水の供給が少なく比較的

乾燥した状態となっていることによるものと考えられ

る。また，振幅については全ての部位で比較的振幅が大

きい。これは前述のように，温度変化に起因するものと

考えられる。 

 

3. 劣化予測に関する検討   

3.1 劣化予測法の概要 

劣化予測法に関しては，既に提案がなされている劣化

予測手法のうち，外部環境因子をパラメータとして多く

考慮している「ASTM 相当サイクル」2)を用いることと

した。ここで「ASTM 相当サイクル」とは，ある地域の

気象条件下でコンクリートが 1 年間に受ける凍結融解作

用を，式(1)を用いて ASTM C-666 A 法の標準条件の凍結

最低温度である-18℃を基準とした ASTM 相当サイクル

数として算出し，耐用年数を推定する手法である。 

Cy ASTM-sp= C×F×Rsp 

     = C×F×s×p×Ra 90 (1) 

ここに，Cy ASTM-sp：ASTM 相当サイクル数（回/年），

C：養生条件に関する係数，F：凍結融解条件に関する係

数，Rsp：Σ(－ts/18)β，ts：凍結最低温度（℃），β：定

数，s：日照条件に関する係数，p：劣化過程係数，Ra 90：

気温による ASTM 相当サイクル数  

 

今回，検討では Ra 90 は温湿度センサーによる深さ約

1cm の温度データを用いて求めた。したがって，日射の

影響はセンサーのデータに含まれていることから，日照

係数 s は 1.0 とした。また，養生係数 C は建設時の養生

温度などを考慮し「30℃乾燥」の値である 0.14（Ed>90％）

と 0.45（90％≧Ed）を，凍結係数 F は室内促進試験のよ

うな水中凍結を生じる状況でないと判断し，「気中凍結

水中融解」の値である 0.21（Ed>90％）と 0.23（90％≧

Ed）を用いた。 

3.2 実構造物の凍害劣化状況 

(1) 調査方法 

構造物の凍害劣化調査は，温湿度センサーを設置した

箇所を対象として，外観目視調査と採取コアの超音波伝

播速度測定を行った。 

まず，外観目視調査における凍害に関する劣化度の評

価は，目視調査による半定量的なランク付けによる外観

評点を用いて実施した。その凍害に関する外観評点は，

ASTM C 672 の室内試験における目視判定法に準じ，表

－１によって行った。 

次に，超音波伝播速度測定については，調査箇所から

コア（φ=10cm，L=10cm）を採取し，直径方向の超音波

伝播速度測定を行った。なお，測定深さは，温湿度セン

サーの設置位置が深さ約 1cm であること，また，劣化予

測手法の算出結果がコンクリート表層部分を想定して

いること，さらに，深触子の径（φ=2cm）を考慮し，測

定はコア表面から深さ 1.5cm のところで測定を行った

（以下，この位置の超音波伝播速度を「VL」という。）。

また，前報 8)と同様に，式(2)および式(3) 9)を用いて超音

波伝播速度から相対動弾性係数を求めた。なお，Edo の算

出では健全とみなせる箇所の超音波伝播速度として各

コアの深部の最速の超音波伝播速度のデータを用いた

（以下，この超音波伝播速度を「V0」という。）。 

Ed = 4.0387V 2－14.438V＋20.708 (2) 

相対動弾性係数 (％) = 
do

dn

E

E
×100 (3) 

ここに，Edn：供用中のコンクリート構造物における動

弾性係数（GPa），Edo：供用開始直後のコンクリート構

造物における動弾性係数，もしくは供用開始直後の測定

値がない場合は供用中のコンクリート構造物において

健全とみなせる箇所の動弾性係数（GPa），V：超音波伝

播速度（km/s）である。 

 

写真－２ 擁壁部分の積雪状態（2月撮影） 

（左：A樋門地域，右：B樋門地域） 

表－１ 凍害劣化の外観評点 

評点 区分の基準
0 なし
1 粗骨材の露出なし、深さ3mm以下の剥離
2 評価1と評価3の中間程度の剥離
3 粗骨材がいくつか露出する程度の剥離
4 評価3と評価5の中間程度の剥離
5 粗骨材が全面露出する程の激しい剥離
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(2) 調査結果 

 超音波伝播速度測定，相対動弾性係数算出および外

観評価の結果を表－２に示す。 

超音波伝播速度の絶対値による評価基準として健全

なコンクリートの一般的な超音波伝播速度は 4000m/s 以

上とされている 10)。VL については，すべての箇所で

4000m/s を下回っており，外観評価の結果も考慮すると，

ある程度の凍害劣化を受けていると考えられる。一方，

V0 については，A，B 樋門ともに操作台，擁壁下部は

4000m/s 以上であり，劣化を受けていないと考えられる

が，擁壁上部は 4000m/s を下回っている。これは，コン

クリート打設の高さがある程度高い場合，上部と下部で

ブリーディング等によりコンクリートに品質差が生じ

る場合があるとされており 11)，これらの擁壁も上下で品

質差があると考えられる。また，外観評価による擁壁上

部の表面の凍害劣化程度は小さく，深部は劣化を受けて

いないと考えられることから，相対動弾性係数の算出に

当たっては，この値を V0として用いることとした。 

次に，相対動弾性係数を見てみると，A 樋門について

は操作台が 72％と最も低く，ついで擁壁下部が 77％，

擁壁上部が 93％となった。また，B 樋門については操作

台が 79％と最も低く，ついで擁壁下部が 91％，擁壁上

部が 94％となった。これらの結果は，概ね外観評価の結

果と傾向が一致するが，B 樋門の擁壁下部は相対動弾性

係数があまり低下していないにもかかわらず，外観評価

は低い。これは擁壁下部の表面は流水等によるすり減り

の影響を受けているためと考えられる。 

3.3 実構造物と劣化予測の比較  

(1) 比較方法概要 

実構造物と劣化予測の比較は以下のように行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. コンクリート構造物の配合等を考慮して室内促進

試験を行い，ASTM 相当サイクルの相対動弾性係数と時

間（予測年数）の関係を求める。 

b. a.で求めた関係から構造物の相対動弾性係数に達す

る予測年数を求める。 

c. b.で求めた予測年数と構造物の供用年数を比較する。 

(2) 室内促進試験 

予測に当たっては，実構造物に使用されたコンクリー

トに関する室内促進試験データが必要である。樋門に使

用されている標準的な配合は前報 8)の構造物と同じ，か

つ，建設された年代も同程度であることから，室内促進

試験データは前報 8)と同じデータを用いた。既往の結果

では，相対動弾性係数が 90 および 60%に達するのは，

それぞれ 3.4cyc および 13.8cyc であった。 

(3) ASTM 相当サイクルの算出 

Bargerら 12)が湿度90％で平衡するよりも低い含水率で

ある場合，凍害劣化の可能性が低下することを指摘して

いることに基づき，長谷川ら 13)は，低い湿度で凍結融解

が作用した場合，その凍結融解は凍害劣化に寄与しない

として，凍害劣化に寄与しない回数を除いた凍結融解回

数（以下，「実効回数」という。）について検討しており，

本検討でもこの考え方に基づき，Ra90の算出に当たって

は，コンクリート温度データのみで求めた凍結融解回数 
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表－３ ASTM 相当サイクルの算出結果 

樋門名
調査
部位

供用
年数

V L

(m/s)

V 0

(m/s)
Ed 外観

評点

操作台 3611 4241 72% 4
壁上部 3732 3870 93% 1
壁下部 3790 4311 77% 4
操作台 3571 4009 79% 3
壁上部 3485 3605 94% 1
壁下部 3879 4065 91% 4

B樋門

A樋門 32年

36年

表－２ 凍害劣化調査結果 

図－５ 供用年数と劣化予測による算出年 

Ed >90% 90%≧Ed Ed =90% Ed =60%
操作台 31.7 0.93 5.38 3.6 5.5 72% 4.8 9.6
壁上部 4.5 0.13 0.75 25.9 39.7 93% 18.2 2.4
壁下部 3.6 0.10 0.61 31.7 48.5 77% 39.0 7.9
操作台 36.3 1.06 6.16 3.1 4.8 79% 3.8 7.2
壁上部 3.5 0.10 0.59 32.9 50.3 94% 19.8 2.0
壁下部 14.0 0.41 2.37 8.2 12.6 91% 7.4 3.1
操作台 36.5 1.07 6.18 3.1 4.8 79% 3.8 7.2
壁上部 23.8 0.70 4.04 4.9 7.4 94% 2.9 2.0
壁下部 15.0 0.44 2.55 7.7 11.8 91% 6.9 3.1

(g)供用

年数
(年)

A樋門

(実回数)

B樋門

(実回数)

B樋門

(全回数)

32

36

36

(c)ASTM相当による

予測年数(年) (d)Ed
(e)予測

年数
(年)

(f)凍結

融解回数
(回)

樋門名
調査
部位

(a)Ra 90

(回)

(b)ASTM相当

サイクル(回/年)
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（以下，「全回数」という。）と凍結時の湿度が 90％以

下の凍結融解を除いた実効回数を用いて劣化予測の検

討を行うこととした。ただし，A 樋門は全ての部位にお

いて湿度 90％以上であったため，全回数と実効回数は一

致する。 

ASTM 相当サイクルの算出結果を表－３に示す。なお、

各項目の算出方法等は以下のとおりである。 

(a) コンクリート温度から算出した ASTM 相当サイ

クル数 

(b) (a)と式(1)から算出した水分条件等を考慮した

ASTM 相当サイクル数 

(c) (b)と室内試験結果から算出した相対動弾性係数

が 90％および 60％になる予測年数 

(d) 超音波伝播速度から算出した相対動弾性係数 

(e) (c)と(d)から算出した予測年数 

(f) (b),(c), (e)から算出した凍結融解回数 

(g) 実構造物の供用年数 

 

(4) 実構造物データと予測結果の比較と考察 

(3)で求めた相対動弾性係数に達する年数と実際の供

用年数の関係をグラフ化したものを図－５に示す。また，

実構造物データと予測結果の比較と考察について以下

に示す。 

1) 全凍結融解回数と実効凍結融解回数 

まず，B 樋門の全回数と実効回数の結果を比較すると，

表－３の Ra90 の差が少ない操作台と擁壁下部はほとん

ど変わらないが，Ra90 に差がある擁壁上部は湿度を考慮

した実効回数とすることで相関がよくなった。このこと

から，劣化予測に用いる凍結融解回数については，部位

毎に湿度などの構造物の水分条件を考慮することが重

要であることが分かった。 

2) 室内試験と実構造物の凍結融解による損傷 

次に A，B 樋門の実効回数の結果に着目すると，A 樋

門の擁壁下部を除いた全ての部位で予測年数が供用年

数を下回っている。さらに，その結果は比較的相関がよ

いグループとよくないグループに大別できる。相関がよ

いグループは A，B 樋門の擁壁上部であり，表－３(f)の

凍結融解回数が比較的少ないものである。一方，相関が

よくないグループは A，B 樋門の操作台と B 樋門の擁壁

下部であり，凍結融解回数が比較的多いものである。 

 

 

 

 

 

 

 

この理由として，ASTM 相当サイクルによる劣化予測

手法は ASTM C 666 による室内促進試験結果をベースに

各係数が決定されているが，この試験は，実際の気象条

件と比較して，冷却速度が急速すぎるため，水圧が急激

に増大することが指摘されている 14)。したがって，室内

促進試験と実構造物では，最低温度が同じ 1 回の凍結融

解作用でも，図－６のように受ける損傷量（相対動弾性

係数の低下量など）が異なる可能性がある。 

また，凍害劣化は力学的疲労と同様に損傷が累積する

とされており 15)，1 回の凍結融解作用で受ける損傷量が

異なるとすれば，凍結融解回数が増えるほど，差も蓄積

され，室内試験を基にした予測の損傷量と実構造物の損

傷量とに開きが生じてくる。したがって，図－７に示す

ように，例えば，凍結融解回数の多い A 樋門の操作台の

方が凍結融解回数の少ないA樋門の擁壁上部よりも予測

と実際の損傷量の差が大きくなるため，相関が悪くなっ

たものと考えられるが，今後更なる検討が必要である。 

3) 凍害劣化進行に伴う劣化速度の変化 

表－３および図－５に示すとおり，相対動弾性係数が

90％を下回る A，B 樋門の操作台は最も相関がよくない。

この理由として，以下のことが考えられる。 

室内促進試験では相対動弾性係数の低下が加速する

傾向がある。このことを踏まえ，ASTM 相当サイクルで

は，相対動弾性係数 90％を境として劣化過程係数Ｐを変

えており，相対動弾性係数 90％を超えると劣化速度が速

くなる。しかし，公表されている暴露供試体の相対動弾

性係数の変化を見ると例えば 2)，3)，さほど加速はしていな

い。これは前述の 2)とも関連するが，室内促進試験では

供試体を水中に浸漬させるため，凍害劣化によって生じ

たひび割れに水が入り込み，劣化速度を加速させる 16)。

しかし，実構造物では，部位によっては室内促進試験ほ

どの水分の供給がないため，暴露供試体と同様に劣化速

度はさほど加速せず，相対動弾性係数 90％を下回ると予

測と実構造物の劣化の差がより拡大すると考えられる。 

4) 湿度の差による損傷量の差 

図－５の A，B 樋門の操作台について見ると，B 樋門

図－７ 凍結融解回数の違いによる実供用年数 

  と予測年数の相関の差（概念図） 

算
出

年

実際の供用年数

上部（2回）

台（10回）

2回分の差

10回分の差

図－６ 凍結融解による損傷量（概念図） 

室内試験 実構造物

（湿度＞95）

実構造物

（湿度＞90）

損傷量 
差① 

差② 
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の方がA樋門よりも相関が若干悪くなっている。これは，

湿度の差に起因している可能性があると考えられる。す

なわち，今回の検討では湿度 90％以上を有効な凍結融解

回数として，一律にカウントしたが，実際には A 樋門の

湿度は 95％以上，B 樋門の湿度は 90～95％と湿度に差が

ある。これは，凍結水量にも差がある可能性を示してお

り，最低温度が同じ 1 回の凍結融解作用でも，図－６の

ように受ける損傷量が異なる可能性があるということ

である。1 回の凍結融解作用で受ける損傷量が異なると

すれば，凍結融解回数が増えるほど，差が蓄積され，図

－８のように相関が悪くなるのは 2)と同様である。 

以上のようなことから，ASTM 相当サイクルを実構造

物の劣化予測として用いる場合，環境条件や部位条件に

応じて，実環境における水分の影響等を考慮するための

補正などが必要となる可能性がある。今後は，さらにコ

ンクリート構造物の温湿度等のデータ収集を行い，水分

の影響等を考慮するための補正などの方法について検

討していく。 

 

4. まとめ   

(1) 実構造物のコンクリート中の温湿度は積雪等の環

境条件や部位によって異なる。 

(2) コンクリート構造物の劣化予測に用いる凍結融解

回数については，コンクリート温度だけでなく，コ

ンクリート内部の湿度などの構造物の水分条件を

考慮する必要がある。 

(3) ASTM 相当サイクルを実構造物の劣化予測として用

いる場合，室内促進試験と実構造物の水分供給条件

の違いなどに起因し，凍結融解による損傷量の差や

劣化速度に差がある可能性がある。 

(4) コンクリート内部の湿度が 90％以上の範囲でも，コ

ンクリート内部の湿度の差により構造物が受ける

損傷量が異なる可能性がある。 
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図－８ 湿度の差による相関の差（概念図） 
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差②（図-6）

が蓄積し、

差が更に拡大

Ｂ樋門（操作台）の算出結果
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